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表 1 韓国の中小企業比重の推移 (製造業) 









































注  : 1963年～74年の中小企業は従業員数 5 人～200人未満
の事業所であり, 1975年以降は 5 人～300人未満の事
業所である｡ 










まず, 日韓両国は, 非欧米国の中で, 独自の自
Hosei University Repository
2  韓国の自動車部品産業における企業家活動 
動車産業の成立･成長に成功したという共通点を























例えば, 韓国の1972年の ｢自動車国産化 5 ヵ年計





















察する必要がある｡ そこで, 本稿では, 現在の企




主な資料として, 2006年 2 月20日に韓国仁川で







め, 引用する箇所を一々注記しない｡ なお, 現地
調査リストは, 参考文献リストと共に本稿の末尾
につける｡ 
1 . 韓国の中小企業の概観と問題提起 




表 2 によれば, 全産業を基準にすると, 日本に
比べ韓国企業の零細性が著しい｡ 産業別には, 特
に, 卸売・小売業, 飲食・宿泊, 通信など, 非製
造業で韓国中小企業の零細性が顕著である｡ 例え
ば, 韓国の卸売・小売業や飲食・宿泊業の場合, 従
業員数 5 人未満の事業所が 9 割以上の圧倒的な比
重を占めている｡ もちろん, 日本の場合も, 卸
売・小売業や飲食・宿泊業は, 他の産業に比べ零
細的であるものの, それでも, 同産業において従
業員数 5 人未満の事業所数の比重が 6 割台にとど
まっている｡ 韓国の同産業において如何に零細企
業の比重が高いかが分かる｡ 
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をみれば, 日韓の逆転現象すら現われている｡ つ
まり, 同産業の従業員数 5 人未満事業所の比重は, 











うに思われる｡ すなわち, 韓国の場合, 日本に比
べ 1 次サプライヤーの数が多い反面, 部品取引の
多層性は日本より脆弱であるため,  2 次サプライ
ヤー以下の部品企業数が相対的に少ない｡ そのた








表 2 日韓の主要産業別の従業員数別事業所数構成比 (2004年) 
単位：％ 
産 業 国 名 
従 業 員 数 
 1 ～ 4 人  5 ～ 9 10～19 20～49 50～99 100～299 300～ 
全 産 業 
韓 国 84.5 8.9 3.6 2.0 0.6 0.3 0.1 
日 本 61.6 19.2 10.6 6.0 1.5 0.8 0.08 
製 造 業 
韓 国 62.7 19.3 9.3 5.9 1.7 0.9 2.2 
日 本 49.3 21.2 13.6 9.9 3.3 2.0 0.6 
(電子部品･デバイス) 
韓 国 28.3 22.9 17.9 17.6 6.7 4.7 2.0 
日 本 27.4 19.7 16.6 18.0 8.5 6.7 3.0 
(輸送用機械器具 ) 
韓 国 28.6 21.9 17.2 18.5 7.3 5.2 1.5 
日 本 38.6 20.9 15.2 13.4 5.7 3.1 2.1 
通 信 
韓 国 50.9 26.7 9.8 7.0 2.7 2.4 0.5 
日 本 29.1 21.9 18.4 16.8 7.2 4.8 1.5 
卸 売 ・ 小 売 業 
韓 国 90.9 6.1 1.9 0.83 0.14 0.08 0.02 
日 本 62.0 20.0 11.1 5.2 1.1 0.4 0.07 
飲 食 ・ 宿 泊 
韓 国 91.2 7.1 1.2 0.4 0.06 0.02 0.01 
日 本 66.9 18.4 8.9 5.0 0.5 0.2 0.02 
注  : ｢輸送用機械器具｣, ｢通信｣ の韓国の産業分類名は, それぞれ ｢自動車およびトレーラー製造業｣, ｢情報サービス｣ 
である｡ 
資料: 韓国統計庁 [2006]『韓国統計年鑑』2005年版; 日本の総務省統計局統計調査部経済統計課事業所・企業統計室 ｢事業
所・企業統計調査報告｣ (簡易調査)｡ 
 












































もそのためであった｡ そこで, 本稿では, 企業家
活動という観点から, 韓国の中小企業を捉え直す
ことを試みる｡ 
2 . 調査対象の概要 
本稿の調査対象企業は, Ａ産業, Ｂ工業, Ｃ産











すなわち, 表 2 の事業分布からすると, Ａ産業, 




第 2 に, 大手自動車メーカーとの関係という面
では, Ｂ工業とＣ産業は現代自動車のトップ経営
者と特殊な関係にある人によって創業された企業







お, Ａ産業, Ｂ工業, Ｃ産業の 3 社は現代自動車
系列の 1 次サプライヤーであるが, Ｄ社は大宇自
動車からスピンオフした事例であり, Ｅ電装は現
代自動車の 2 次サプライヤーである｡ 









あり, 現代自動車の 1 次サプライヤーである｡ 具
体的に現代自動車の EQUUS (車種名) の前方及
び後方サスペンション, AVANTE のサスペンショ




料タンク30％, サンルーフ20％, ペダル 5 ％であ
る｡ こうした製品を製造するために, 同社は, 
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同グループ内には, Ａ産業の他, Ａ精工, (株) 
Ａ社, Ａハイテク (旧オートモーティブ社), Ａ
オト, ウェバスト北京, ウェバストＡ社, Ａ上海, 
Ａスロバキアなどが入っており, グループレベル
のスタッフ組織として, 企画本部, 品質本部, Ｒ
＆Ｄセンターが設けられている｡ 
Ａグループの事業は大別して三つである｡ 第 1 
に, 部品・モジュール (燃料タンク, ペダル, ア
クセルハウジングなど) 事業, 第 2 に, 完成車組
立事業, 第 3 に, 外資との合弁サンルーフモジュ
ール事業がそれである｡ そのうち, 主力事業は第 
1 の部品・モジュール事業である (表 3 )｡ 前述し
たように, Ａ産業もこの第 1 の事業に携わってい
るが, 第 1 事業の製造主体をみると, グループ内
のほとんどの企業が含まれる｡ 
まず, 1972年 2 月に釜山で設立されたＡ精工9)







り, アジャスタブルペダル, ETC ペダル, ブレー
キペダル, クラッチペダル, 側面リンク, ストル




っており, Pan FRT Cowl と Rail Roof FRT, ラン
プハウジング, メンバーENG マウンティング, 
セパレーター, 燃料タンク, Ｗ / ハウス OTR, RR
サスペンションなどの組立, 製造を行っている｡ 
表 3 Ａグループ (連結) の売上高 
単位：億ウォン 
品 目 2005年 2006年 
サスペンション 1,520 1,670 
ペ ダ ル 323 337 
燃 料 タ ン ク 2,183 2,436 
サ ン ル ー フ 1,270 1,500 
そ の 他 719 771 
合 計 6,015 6,714 
出所: 筆者の現地調査記録。 
 
また, 1995年 8 月には, (株) Ａ社が設立され, 
自動車部品の製造販売が強化された｡ (株) Ａ社
は, Ａ精工の製造品目に加えて, アクセルハウジ




品目は, アジャスタブルペダル, ETC ペダル, ブ
レーキペダル, クラッチペダル, 後方サスペンシ
ョン, 燃料タンク, アクセルハウジングである｡ 




















約60人で, 従業員の 7 ％程度である｡ 日本の 1 次
サプライヤーに比べ, 非正規労働者の割合が低い
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ことが特徴的である｡ 
 
表 4 Ｂ工業の売上高推移 
単位：100万ウォン 
年度 売上高 支給品を除いた売上高 
2003年 444,544 200,922 
2004年 490,080 254,823 






いる｡ また, 現代自動車からの支給品 (例えば, 
触媒剤など) 12)の取扱高が同社売上高の 4 割以上
を占めている (表 4 )｡ 





















表 5 Ｃ産業の売上高推移 
単位：億ウォン 
年度 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 




ッシュパド ( 1 次組立の instrument panel,  2 次組
立の cockpit module13)) と反振動パド14)である｡ 
この二つの製品の年間生産量はそれぞれ170万台
分と250万台分であり, 従業員数は787人である｡ 
表 5 によれば, この何年間売上高が減少したが, 
2006年には好調を見せており, 同年の売上高は前
年の 2 倍近くの3,200億ウォンである｡ 
同社は,  1 工場,  2 部門, 18チームを有しており, 
主要な設備として, クラッシュパド組立設備, 超
音波溶接機, 振動溶接機, 真空成型機などを保有
している｡ また, 同社は, 混流生産は行わず, 現
代自動車の車種ごとにモジュール生産ラインをす
み分けている｡ ただ, かつては, アバンテライン
でトゥスカニーを混流したこともある｡ また, 
2006年, 無線コントロールが可能である RFIA の
バーコードを導入したことによって, 不良品の除
去がより早くなったといわれる｡ 
現代自動車の 1 次サプライヤーである点で, Ｃ
産業は, 前述したＡ産業やＢ工業と変わらないが, 
創業当初より, 現代自動車との資本関係が密接で
あった点では, Ａ産業やＢ工業と異なる｡ 例えば, 






車が出資していたのはＣ産業 1 社のみであるが, 
現代自動車の 1 次サプライヤー全体からいえば, 
資本出資はそれほど珍しくなかった｡ 例えば, 表 
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表 6 1970年代と80年代の現代自動車の資本参加部品企業 
形態 設立年度 メーカー名 現代の資本参加比率 生産品目 
合弁設立 1977 Ｃ 産 業 30％, Ｃ産業70％ クラッシュ･パッド, ウェザー･ストリップ 
合弁設立 1977 孝 門 産 業 100％ シート, コンビネーション･ランプ 
引 受 1978 韓 一 理 化 30％, 韓一理化70％ シート 
引 受 1978 日 進 鍛 造 20％ ギアー, ボールジョイント 
合弁設立 1986 ハ ン ラ 空 調 50％, フォード50％ アルミ･ラジエーター 
合弁設立 1986 エ ン ゲ ル ハ ド 20％, エンゲルハド40％, 
LG40％ 
変換機 
合弁設立 1987 大 成 精 機 20％, 大成精機70％, 三
菱10％ 
スロトル･ボディー 
合 弁 1987 萬 都 機 械 13％, 萬都機械, フォード エアコン, ヒータ 
合弁設立 1989 ソハンベンデクス 15％, 現代シメント75％, 
アライド･シグナル10％ 
シートベルト, エアバッグ 
合弁設立 1989 ケ ビ コ 49％, ボッシュ25.5％, 
三菱25.5％ 
燃料注入システム 
出所: 金完杓･Sung-jo Park [1996], p.91 (原資料は, 現代自動車 [1992] など)｡ 
 
ただし, Ｃ産業の場合, 創業者が現代自動車所













ついては, 手作業が多く, CAD 作業者が 5 ～10人
活動している｡ 
｢エンジニアリングサービス｣ は, 自動車メー











り, 同社の ｢エンジニアリングサービス｣ 事業へ
の依存度が急速に高まった｡ 
Ｄ社は, 上述した①～③の事例企業といくつか
の点で異質的である｡ 第 1 に, ①～③の事例企業
が現代自動車の 1 次サプライヤーであるの対して, 






在している｡ 第 2 に, ⑤のＥ電装と同じく, まだ
創業して10年未満の若い企業であり, 企業規模も
①～③の企業より遥かに小さい｡ 第 3 に, ①～③
の企業が自動車部品の製造に携わっているのに対



















同社が立地している ｢ササン工業団地｣ は, 












3 . 創業プロセスと企業家活動 



















しかも, Ａ産業, Ｄ社の創業者は, 大手自動車
のトップ経営者･オーナーと特別な関係があるわ











は多くの 1 次サプライヤーを確保する必要があり, 
従って, 特殊な人的関係をもつ人による創業だけ
では,  1 次サプライヤーを確保しきれなかった｡ 














































表 7 現代自動車の生産設備移管 
単位：億ウォン 
年 度 移 管 品目数 
受 入 
企業数 
移 管 額 
有償移管 無償移管 
1985年 2 1 3.3 ― 
1986年 7 2 6.2 ― 
1987年 2 2 9.6 ― 
1988年 57 16 27.0 2.2 
1989年 151 28 125.9 3.7 
1990年 94 24 91.4 5.9 
1991年 48 9 33.5 ― 
1985～91年の計 361 82 296.9 11.8 













表 8 現代自動車の対部品企業資金支援 
単位：百万ウォン 
 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 
運 営 資 金 8,500 29,201 9,338 9,780 11,557 54,046 32,729 
金 型 費 11,300 4,530 1,689 400 12,762 6,939 4,448 
装 備 売 却 2,400 4,054 14,336 24,059 17,734 11,397 18,698 
銀行支給保証 2,100 0 0 10,607 0 0 2,080 
合 計 24,300 37,785 25,363 44,846 42,053 72,382 57,955 




分割返済された｡ さらに, 有償の設備移管過程で, 
足りない資金は現代自動車が部品企業に支援した｡ 
例えば, 1987年より毎年, 現代自動車から部品企






(表 8 )｡ 
② Ｂ工業 
Ｂ工業は, Ａ産業より10年以上早い1976年に創
業された｡ この時期は, 政府の ｢国民車構想｣ を
きっかきに, 自動車メーカーと部品企業の系列化
が始まった時期である｡ 現代自動車の場合, 1975
年には, 第 1 号の独自モデルのポニーの生産を開
始する計画をたてており, そのため, 部品の国産
Hosei University Repository
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化が切実な問題として認識され, 系列内の部品企
業の育成に力を注ぎはじめた｡ 




品メーカーに対して資金, 経営状態, 技術水準, 
施設などの実態調査を全面的に行った｡ 
その結果, 同年 6 月末に25社の系列メーカーと
140社余の協力メーカーから部品を調達すること
























創業後, Ｂ工業は, 工場の建設などで, 現代自
動車から様々な支援を受け, 取引の面においても, 
創業と同時に現代自動車と取引を始めた｡ とりわ









表 9 日韓の自動車部品メーカーの生産品目数別分布 
単位：％ 
  1 品目  2 品目  3 品目  4 品目以上 
現代の系列 30.0 20.7 37.6 11.7 
トヨタの系列 3.9 17.6 25.5 52.9 
出典: 金完杓･Sung-jo Park [1996], p.106｡ 
 
同社は, マフラーの他に, コンバーター, 車体
部品を生産していたが, 創業以来, マフラーへの
依存度が高く, 製品幅は狭かった｡ これは, 現代
自動車が, 特定部品の発注を 1 社の部品企業だけ
に行なうという方針をとっていたことによる｡ 実
は, 韓国自動車企業の場合, 発注部品の多くが 
｢貸与図方式の単体部品｣ であり, 全体的に,  1 社
発注が多い｡ 部品の複数発注が重要な調達原則に
なっている日本自動車メーカーと対照的である｡ 
例えば, 表 9 によれば, 現代自動車系列の部品メ
ーカーは, 特定部品のみを生産する部品メーカー
が30％, 二つの部品以上を生産するメーカーが
50.7％で,  4 つの部品以上を生産するメーカーは
わずか11.7％に止まる｡ それに対して, トヨタ系
列部品メーカーは一つの部品に特化しているメー
カーの比重が3.9％にすぎず,  4 つ以上の品目の部
品を生産するメーカーが52.9％をも占める｡ 





しかし, 結局, 複数発注の非効率性が露呈され, 















た｡ 具体的に, 故Ｙ氏は, 当時の現代自動車の所
有者であった鄭セヨン氏の中学・高校の同級生で


























えて, シートメーカーの孝門産業, ギア, ボー
ル･ジョイントの日進鍛造など 4 社に, 78年にはド
ア･トリムの韓一理化など 2 社に, 80年代に入って
は萬都 (マンド) 機械23)など 7 社に30％～100％

























ず, 人的な関連が強かった｡ 同氏は, 大宇の研究




その後も, GM 大宇 (旧大宇自動車) との人的
な繋がりは続き, 現在, 同社のエンジニアの 7 割
が旧大宇自動車出身であるとされる｡ 
また, 同社は, 試験設備の利用などにおいても, 
GM 大宇との繋がりが強かった｡ 例えば, 設計部




の関係がなかった｡ 例えば, 創業時の資金は, 創
業メンバー 5 人が20％ずつ均等出資する形で確保
しており, 大宇自動車の資本は入っていない｡ 
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車両向け金型事業においても, 当初は, 大宇重工
業への納入が多かったが, IMF 危機後, 政府の 
｢ビッグディル (Big Deal)｣ 政策によって韓国の














Ｅ電装の主な需要先は, 韓国第 2 位のタイヤメ
ーカーのレクセンテク社24)のワイヤハーネス部門 
(蔚山所在) である｡ レクセンテク社のワイヤハ
ーネス部門は, 現代自動車の 1 次サプライヤーで













































ている中で, 企業家活動を行なっている韓国の 2 次
サプライヤーの経営者の姿が浮き彫りになる｡ 
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動車との間に, 専属性の強い取引を行っている｡ 
例えば, 2006年現在, Ａ産業の売上高の 9 割が現


















の 1 次サプライヤーの中では, Ａ産業のようなケ
ースが多い｡ 韓国自動車産業においては, 日本に比
べ,  1 次サプライヤーの数が多い27)ため, 自動車メ
ーカーが個別の 1 次サプライヤーに資本を投下する
ほどの資金的な余裕や姿勢はなかったからである｡ 
さて, 部品取引の専属性は, Ａ産業に限らず, 
Ｂ工業とＣ産業にも見られる現象であり実は, 韓国
の自動車部品取引上の一般的な特性である｡ 
例えば, 表10によれば, 韓国の場合, 自動車メ
ーカー 1 社のみに納入する部品企業の比重が 6 割
を超えており, 日本の同比重の20％とは比較にな




業と競合関係にある部品企業が全国的に 3 社～ 4 
社あるとされる｡ 例えば, サスペンションで競合
関係にある企業にとして, 慶尚北道ヨンチョンの 




表10 自動車部品企業の取引先数別分布 (1992年) 
単位：％ 
  1 社  2 社  3 社 4 社以上 
韓 国 企 業 61.6 19.8 8.9 9.7 
(現代自動車) 50.0 14.2 16.0 19.8 
日 本 企 業 22.8 10.4 19.0 47.8 










 1 社  2 社  3 社  4 社 
1996年 2.05 31.2 64.9 99.0 100 202 
1999年 2.11 32.2 59.9 97.0 100 202 














り, 平均で売上高の 6 割～ 8 割がＡ産業向けであ








ただ, こうした 2 次サプライヤーとの関係の形
成, 発展に際しては, 現代自動車の直接的な介入
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技術力の蓄積と今後の経営課題 
創業以来, Ａ産業は技術などの経営資源を蓄積
してきた｡ 特に, Ａ産業は, 現代自動車向け部品
の開発や製造の経験を積み重ねたことによる技術
蓄積に加えて, 研究開発組織を設けて, 基礎的な
技術力も高めた｡ 例えば, 同社は, 1991年 7 月に, 
技術研究所を設立し, 現在は, 蔚山と水原の 2 カ









になった｡ すなわち, 2002年に, 現代自動車のソ
ナタ車の開発の際, ペダル, タンク, サスペンシ






は, 同社の製造部品の 7 割が貸与図部品であった
が30), 2007年初に, 承認図部品に該当する ODD 
(Outsider Design & Develop) 部品が 7 割を占めて


















く伸ばしている｡ とりわけ, 大物部品については, 
部品企業と一緒に海外展開する必要性が高まって
いる｡ Ａ産業も現代自動車の要請を受け入れて, 
上海, 北京, チェコなどに進出し, 現代自動車の
部品の現地調達に協力している｡ 具体的に, Ａ産
業は, 中国向けの65％を, チェコ向けの20％を現



































経営志林 第45巻 3 号 2008年10月  15 
他方, IMF 危機以後の現代財閥の再編に伴って, 
現代自動車とＢ工業の関係も変化している｡ すな











ていない｡ 現在, Ｂ工業の株式の 7 割は, 創業者










し, その後, 生産量が増えていくことによって, 
すべての工程を内製することができず,  2 次サプ
ライヤーへの外注を増やしていくしかなかった｡ 
それゆえ, 逐次的に 2 次サプライヤーを発掘して, 

















格差が存在する｡ インタビュー調査によれば,  2 
次,  3 次サプライヤーの従業員の賃金は, 現代自
動車の賃金の60％～65％であるとされる｡ Ｂ工業
の平均賃金は現代自動車のそれの約 8 割であり, 
蔚山地域の同業企業の水準に合わせて決められる
という｡ 実は, Ｃ産業へのインタビュー調査によ
れば, 同社の賃金水準も, 現代自動車の約 7 割～ 
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界 3 位のマフラーメーカーのフランス Faurecia 社
と韓国のチャンフン社の合弁で誕生したフェスク 











達率が低い｡ 事実, 海外工場の場合, 韓国からの
部品の輸入が多い｡ 
しかし, 大物部品に関しては, 韓国自動車メー
カーの海外工場は, 韓国の 1 次サプライヤーを同
伴進出させて取引するケースが見られる｡ 輸送コ
ストが嵩むからである｡ Ｂ工業の事例もそれに当
たる｡ 蔚山地域では大物部品を製造する 1 次サプ
ライヤーが多いが, これらの 1 次サプライヤーは, 
インド, アメリカ, スロバキア, チェコ, メキシ
コに進出しており,  1 次サプライヤーの要求で, 











人であり, 設計33人, 試験15人, その他 (研究開













しかし, IMF 危機後, 現代自動車が鄭夢九社長
体制に変わることによって, Ｂ工業と同じく, Ｃ
産業の場合も, 現代自動車の取引関係が急速に変


























生産を拡大する中で,  2 次, 3 次サプライヤー, 
金型メーカーと関係を結んできたことは, Ｂ工業
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は, 大手企業もあり, 企業数を基準にして, 売上
高が5,000億ウォン以上の企業が  2 ～ 3 ％で, 
1,000億ウォン～5,000億ウォンの部品企業が10社
前後で 2 割～ 3 割を占める｡ 例えば, 射出成型部


















業は, Ｄ社を含めて 5 社あり, そのうち, Ｄ社が 
2 位であるが, 現在の 1 位企業は, 2004年にはＤ
社より売上高が小さかった｡ 残りの 3 社の売上高
規模は, Ｄ社との格差が大きい｡ 
Ｄ社の ｢エンジニアリングサービス｣ 事業の需
要家は三つのタイプに分けられる｡ 第 1 に, 設計
だけを要求し, 評価は自社内で行う需要家タイプ, 
第 2 に, 設計だけでなく, その解析検査のデータ
も要求する需要家タイプ, 第 3 に, 設計, 解析検
査だけでなく, すべての試験結果を要求する需要
家タイプである｡ そのうち, 韓国の自動車メーカ
ーは, 第 2 のタイプが最も多く, 第 3 のタイプが
最も少ないという｡ 
この第 3 の需要家タイプからの発注が, Ｄ社に
とって最も付加価値が高く, 開発車種について渡







り, よって, 新しく開拓した需要家が第 2 の需要






































ている｡ ただ, 現状では, 日本の自動車メーカー
からは, 限られた領域の作業だけを受注するにと
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大手財閥の創業者か, 最近の成功した IT ベンチ
















蔚山地域に立地する 3 社は, 現代自動車との取引
への依存度が高い 1 次サプライヤーである｡ 韓国
自動車産業における 1 次サプライヤーは, その創
業者が大手自動車メーカーのオーナー･トップ経
営者との間に特殊な関係にあるケースが多いとい







本稿の事例の 1 次サプライヤーは, 最近の自動
車企業の海外生産拡大に伴って, 海外に同伴進出
している｡ また, これらの企業は, 中小の 2 次サ
プライヤーとの間にも, 専属的な取引関係を結ん








ス製造の 2 次サプライヤーＥ電装の創業者は, 創
業前の仕事の経験と創業企業の事業分野の関連性





本稿の 1 次サプライヤー事例 3 社は, 従業員数
が300人以上であり, 韓国の自動車部品産業の最
上層に該当する企業規模をもつ｡ 自動車関連企業
事例のうち, 残りの 2 社は, 上記の 3 社より遥か
に小規模であり, なおかつ, この 2 社はまだ創業
して10年未満の新しい企業であって, 創業年数も
上記の 3 社より短い｡ 
主力製品面では,  1 次サプライヤー 3 社は, そ
れぞれマフラー, 燃料系部品, クラッシュパッド
など, 技術力が問われる製品に携わっているが, 
総じて, 韓国の 1 次サプライヤーは日本のそれに
比べ貸与図部品の比重が高く, 承認図部品の比重




 1 次サプライヤーの成長にもかかわらず, これ
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て,  1 次サプライヤーと自動車メーカーの人的関




資本関係に関しては, 大手自動車企業の 1 次サ
プライヤーの中でも, 多様性が現われる｡ 大手自
動車企業の資本が入っている企業もあれば, まっ









第 2 に, 海外進出時に, 国内事業を拡張するとと
もに, 新たに海外事業を追加する形の海外生産を
展開している点も, 日韓の共通点である｡ 特に, 
日韓の 1 次サプライヤは共に, 安定的な大手需要






国の特殊な現象も現れた｡ 第 1 に, 韓国の場合,  
1 次サプライヤー企業の創業者のうち, 大手自動
車メーカーのオーナーと特殊関係にあるケースが
多い｡ 第 2 に, その後, 部品企業が成長する上で, 
自動車メーカーとの間に取引面での専属性が高い｡ 










して, 第 1 に, 日韓企業家の違いを歴史的により
遡って分析すると共に, その違いの要因を歴史的








を要し, かつ, 学際的な性格のものである｡ 
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〔注〕 
 1)  李ギョンイ [2002], p.45｡ 




日本のケースに似ているという (藤本隆宏 [1994], 
pp.76～77)｡ 
 3)  崔弘奉･洪長杓･橋本寿朗 [2002]; 金完杓･Sung-jo 
Park [1996]; 高基永 [2001]｡ 
 4)  一般的に, 企業家についての欧米の実証研究では, 
企業家活動の規定要因として, ｢心理的特性｣ , ｢過
去の経験｣ , ｢個人的要素｣ が重視されているとい
われる (大津誠 [2007], p.3)｡ 
 5)  橋本寿朗･長谷川信･宮島英明 [2006], p.188｡ 
 6)  以下, 各社のデータは現地調査時点を基準とす
る｡ 
 7)  管理技術職は, 随時募集しているという｡ 
 8)  同社の派遣労働者の割合は, 本稿の他の事例企業
のそれより高い水準である｡ 
 9)  2006年に, Ａ精工はグループ内の A-ACS 社を吸
収しているが, もともと A-ACS 社は2000年 5 月に
Ｓ精工を買収して設立された企業である｡ 
10)  同社は, 日本の双葉のカウントーパートでもある｡ 











14)  反振動パドは, 車体内部に組み付けられるもので
あり, 走行中に発生する騒音, 振動を遮断する｡ 
15)  残りの49％の中で, 創業者の息子が15％をもって
いるとする｡ 
16)  小池和男は, ｢就業構造基本調査｣ のデータを使
って, 日本の中小企業労働者がどれほど非農林自営
業主に移ったかを検討している｡ この研究の計算に
よれば,  1 年間に非農林中小企業雇用労働者のうち, 
非農林自営業主に移った割合は, 非農林業 1 ～ 9 人
規模で, 1965年～71年が最も高く, 0.9～0.95％, 59
～62年では, 0.6％程度で, また, 従業員の規模が大
きくなればなるほど, この割合が低くなっていると
いう (小池和男 [1981], p.87)｡ 
17)  創業者の息子は, 今Ａ産業の専務取締役である｡ 
18)  ただ, 現代自動車の工場長とは面識があったとい
う｡ 




たといわれる｡ なお, 自動車メーカーは, 原材料の
共同購買及び代金支払い条件の改善などを通じた間
接的な資金援助も行った｡ 
20)  金完杓･Sung-jo Park [1996], p.90｡ 




22)  高基永 [2001], pp.168～169｡ 




達部品全体の 6 割を供給していた｡ 
24)  韓国タイヤが第 1 位の企業である｡ 
25)  金完杓･Sung-jo Park [1996], p.109｡ 
26)  現代自動車向けの中の内訳は,  6 割が現代自動車
本体向けで,  4 割が現代モビス向けである｡ 
27)  これは, 韓国自動車のメーカーが部品の系列化を
進めるに際して,  1 次メーカーの絞込みや選別のプ
ロセスをほとんど行わなかった結果でもある｡ 例え
ば, 1990年代前半に, 現代自動車の生産量はトヨタ
の 4 分の 1 であったが, 直接取引する 1 次サプライヤ
ー数はトヨタの 2 倍であった｡ 最近,  1 次サプライヤ
ー数は多少減ったものの, 日本よりは多い水準である｡ 
28)  こうした問題点は, 価格決定方式にもよると考え
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ーカーと部品企業の合意によって決める割合が70％
を超える日本とは大きな差がある (金完杓･Sung-jo 
Park [1996], p.101)｡ 
29)  もちろん, 外注先の中では, Ａ産業向けが売上高
の 5 割以下の企業もある｡  
30)  ただ, サスペンションのように, 従来から承認図
方式の割合が高かった部品もある｡ 
31)  Ａ産業の海外工場に使われる金型は, 韓国からも
っていっている｡ 
32)  ただし, 最近は, こうした一方的な関係にも徐々
に変化が現われ始めている｡ 
33)  同社が使っている外注先, つまり, 現代自動車の 
2 次サプライヤーは約50社に達しており, その平均
的な規模は, 売上高50億ウォン～100億ウォン, 従
業員は約200人である｡  3 次サプライヤーは, それよ
り規模が小さく, 売上高 1 億ウォン～15億ウォンの
企業である｡ ただし,  2 次サプライヤーの中には, 
チョンウなど, 売上高が300億ウォン～400億ウォン
に達する, 比較的に大きい規模の企業も一部ある｡ 
34)  しかし, 将来, 韓国の金型産業は, 日本と中国の
間のサンドウィッチ状態に陥り, 同産業の成長も行
き詰まるという危惧も高まっている｡ 
35)  松島茂 [2005]｡ 
36)  頻発する現代自動車の労使紛糾による生産減少が, 
サプライヤーの生産に悪影響を与えることについて
も, 部品企業の不満が高い｡ 





38)  韓一理化もドアートリムの競争企業である｡ 
39)  フォーミング材料のスキン金型パウダー (PVC) 
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